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モ
ッ
ク
ル
家
の
家
計
簿

義務的
   経費

その他
経費

（54.0％）

（38.0％）

投資的経費
（8.0％）

①人件費
61億8,907万7千円
　　　 　（17.9％）

②扶助費
96億5455万4千円
　         （27.8％）

⑥公債費
28億6,931万2千円（8.3％）

⑦普通建設事業費 27億5,777万3千円（8.0％）

⑦災害復旧事業費
1,500万8千円
　　　（0.0％）

③物件費
50億5,915万2千円
　　　　（14.6％）

④補助費等
34億6,044万3千円（10.0％）

⑤繰出金
39億5,830万1千円
　　　　 （11.4％）

③維持補修費 2億7,312万3千円（0.8％）
⑧積立金
3億9,870万5千円（1.1％） ④貸付金 2,997万円

　　　　　  （0.1％）

（性質別）

❶市税
121億8,228万2千円
　            （35.1％）

❻繰越金 2億8,594万4千円（0.8％）
❼諸収入など 6億2,196万1千円（1.8％） ❷使用料及び手数料

6億2,034万5千円
　　　　（1.8％）

❺繰入金 
7億4,873万1千円
　　　　　（2.2％）

❸地方交付税
59億641万6千円
　          （17.0％）

❸国庫支出金
62億9595万4千円
　         （18.1％）

❹市債
28億550万円
        （8.1％）

❸府支出金
25億5,101万2千円
　            （7.3％）

❸その他 23億460万9千円（6.6％）

自主
財源

依存
財源

（42.9％）（57.1％）

❷分担金及び負担金4億2,162万2千円（1.2％）

（単位：円）

収　　　入
❶給与収入 105,200

❷パート収入 9,000

❸親族からの援助 147,300

❹金融機関からの借入 24,200

❺貯金の取り崩し 6,400

❻前月からの繰越金 2,500

❼雑収入 5,400

ー ー

300,000

（単位：円）

支　　　出
①食費 53,400

②医療費・教育費 83,400

③光熱水費・日用品・修理 46,000

④自治会などの会費 30,100

⑤子どもへの仕送り 34,200

⑥ローンの返済 24,800

⑦家の増改築 24,000

⑧貯金 3,400

299,300

市税❶
　市民税や固定資産税など
使用料、手数料など❷

　施設使用料や住民票交付手数料など
国庫・府支出金など❸

　国や府から給付されるお金など
市債❹

　金融機関などから借り入れたお金
繰入金❺

　貯金を取り崩したお金
繰越金❻

　前年度から繰り越されたお金
諸収入など❼

　財産の売り払いや寄附金など

①人件費
　職員の給料や議員報酬
②扶助費
　生活保護費や児童手当など
　福祉に使うお金
③物件費など
　物品・原材料購入費や
　修理代など
④補助費など
　各種団体に交付する
　補助金や貸付金
⑤繰出金
　特別会計に対して
　支払うお金
⑥公債費
　市債の元金や
　利子の支払金など
⑦普通建設事業費など
　道路や学校などの
　建設や改修など
⑧積立金
　貯金に積み立てるお金

Ａ

余ったお金

貯金残高 920,400

ローン残高 6,555,600

B

　　－　　   ＝700Ａ B

※貯金残高、ローン残高については、
　年収 360 万円とした場合　

歳出346億6,541万8千円歳入347 億4,437万6千円

※家計簿の番号は上記円グラフの番号と対比しており                        同じ比率で家計簿の数値を算出しています。

◉
今
月
の
焦
点
１　
平
成
28
年
度
決
算
報
告

　
平
成
28
年
度
の
決
算
が
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
翌
年
度
へ
繰
り
越
す

財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
的
な
収
支
は
１
７
２
１
万
７
千
円
で
、
財
政
調
整
基

金
を
２
億
２
千
万
円
取
り
崩
し
、
よ
う
や
く
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。
経
常

的
な
支
出
が
経
常
的
に
入
る
お
金
に
対
し
て
ど
れ
く
ら
い
の
割
合
か
を
表
す

指
標
を
「
経
常
収
支
比
率
」
と
い
い
、
前
年
度
か
ら
２・
７
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し
、

99
・
１
％
と
な
り
ま
し
た
。
府
内
都
市
平
均
97
％
を
２・
１
ポ
イ
ン
ト
上
回
っ
て

お
り
、
依
然
と
し
て
高
い
水
準
で
す
。

　

そ
こ
で
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
税
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、

平
成
28
年
度
一
般
会
計
の
財
政
状
況
を
月
収
30
万
円
の
モ
ッ
ク
ル
家
の
家
計
簿

に
例
え
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

                                                          　

 

問
い
合
わ
せ
　
財
政
課

あ
れ
？

ふ
た
り
と
も

ど
う
し
た
の
？

い
ま
家
計
簿
を

見
て
た
ん
だ
け
ど
ね
…

な
か
な
か
厳
し
く
て

モ
ッ
ク
ル
も
も
う
20
歳

こ
の
機
会
に

う
ち
の
家
計
を
一
緒
に

見
て
み
る
か
い
？

自
由
に

使
え
る
お
金

な
い
の
!?

確
か
に
ね
…

日
常
の
必
要
経
費

だ
け
で
収
入
の

大
部
分
を
使
い

果
た
し
て
い
る

状
態
だ
よ

！！

衛生費
46億1,714万9千円
             （13.3％）

民生費
153億5,479万
5千円（44.3％）

総務費
37億6,952万6千円
　　　　（10.9％）　

土木費
26億7,913万2千円
　　　（7.7％）

教育費
31億7,855万1千円
　　（9.2％）

消防費
11億7,575万8千円
　　　　   （3.4％）

公債費
28億6,931万2千円
　  （8.3％）

農林業費
4億7,273万6千円
　　　   （1.4％）

議会費
2億9,367万6千円
　　　　（0.9％）

商工費
2億2，420万3千円
　　       （0.6％）

労働費
1，557万2千円
　　　（0.0％）
災害復旧費
1,500万8千円
　  　（0.0％）

（目的別）

モックル家の月収が30万円としたら

毎
月
毎
月
精
一
杯
よ
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◉今月の焦点１　平成28年度決算報告

来
年
度
予
算
編
成
に
つ
い
て
　

教
え
て
く
だ
さ
い
。 ?

市
長
に

聞
き
ま
し
た

　
市
長
と
し
て
、
河
内
長
野
市

に
住
ん
で
よ
か
っ
た
と
満
足
で

き
る
よ
う
に
、
市
民
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
に
取
り
組
む
一
方
、
減

少
し
て
い
く
市
の
収
入
に
合
わ

せ
、
支
出
を
抑
え
、
収
支
を
合

わ
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い

う
重
責
も
負
っ
て
お
り
ま
す
。

　
昨
年
、
今
年
度
予
算
を
編
成

す
る
際
に
、
断
腸
の
思
い
で
、

「
事
業
仕
分
け
」
の
よ
う
な
取

り
組
み
を
実
施
し
ま
し
た
。
し

か
し
な
が
ら
、
現
場
に
は
現
場

の
考
え
が
あ
り
、
現
場
の
思
い

や
努
力
を
、
書
類
と
意
見
陳
述

だ
け
で
判
断
す
る
に
は
無
理
が

あ
る
こ
と
を
理
解
し
ま
し
た
。

そ
こ
で
、
来
年
度
予
算
編
成
に

は
、「
包
括
予
算
制
度
」
を
導

入
し
ま
す
。
こ
の
制
度
は
、
各

部
局
に
対
し
て
予
算
総
額
を
提

示
し
、
部
局
内
の
各
事
業
に
お

け
る
予
算
配
分
を
部
局
に
任
せ

る
「
現
場
主
義
」
の
制
度
で

す
。
た
だ
し
、
予
算
総
額
が
税

収
の
減
額
に
伴
い
減
少
し
ま
す

の
で
、
ど
の
事
業
を
削
る
か
を

各
部
局
が
自
主
的
に
決
め
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
来
年
度
は
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
遂
行
上
ど
う
し

て
も
減
額
で
き
な
い
経
常
的
経

費
や
、
行
政
の
重
要
課
題
解
決

に
必
要
な
重
点
領
域
経
費
を
除

き
、
約
８
％
削
減
し
た
総
額
で

予
算
を
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
状
況
で
す
。

　
引
き
続
き
、
支
出
抑
制
を
工

夫
す
る
だ
け
で
な
く
、
ふ
る
さ

と
納
税
の
拡
大
な
ど
収
入
増
加

に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。ま
た
、

複
式
簿
記
に
よ
る
発
生
主
義
会

計
を
導
入
し
コ
ス
ト
の
見
え
る

化
を
図
り
、
効
率
的
な
行
財
政

運
営
を
実
践
し
て
い
き
ま
す
。
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本
市
で
は
今
後
、
人
口
減
少

や
人
口
構
造
の
変
化
な
ど
に
よ

る
市
税
の
減
収
が
予
想
さ
れ
る

一
方
で
、
高
齢
化
に
よ
る
社
会

保
障
関
係
経
費
の
増
加
、
公
共

施
設
の
老
朽
化
対
策
関
係
経
費

の
増
加
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
こ

の
よ
う
な
厳
し
い
状
況
の
中
、

財
政
収
支
を
踏
ま
え
た
施
策
・

事
業
の
選
択
と
集
中
に
よ
る
財

政
基
盤
の
確
立
が
よ
り
一
層
必

要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
定
住
・
転
入
の

促
進
や
産
業
振
興
な
ど
に
よ

り
、
さ
ら
な
る
歳
入
の
増
加
に

努
め
ま
す
。
歳
出
面
で
は
引
き

続
き
、
効
率
的
・
効
果
的
な
行

財
政
運
営
に
努
め
る
と
と
も
に

既
存
施
策
・
事
業
を
見
直
し
、

新
た
な
住
民
ニ
ー
ズ
に
対
応
し

た
施
策
や
事
業
に
組
み
換
え
て

い
く
こ
と
で
、
市
の
発
展
に
向

け
た
ま
ち
づ
く
り
を
展
開
し
て

い
き
ま
す
。

　
次
代
を
担
う
子
ど
も
た
ち
に

負
担
を
先
送
り
せ
ず
、
さ
ま
ざ

ま
な
環
境
の
変
化
に
対
応
で
き

る
財
政
基
盤
の
構
築
と
健
全
な

財
政
運
営
の
確
立
に
ご
理
解
を

お
願
い
し
ま
す
。

( 単位 : 千円 )
種 類 金 額 主な使い道
基 金 8,883,069

財 政 調 整 基 金 2,325,250 財源不足への対応
普通建設事業基金 1,183,623 一般建設事業
減　債　基　金 404,528 借金の返済
その他特定目的基金 4,794,273 公共施設維持改修基金など
水 道 事 業 基 金 175,395 用地取得・施設整備など

市 債 63,269,731
臨時財政対策債等 19,453,878 財源不足への対応など
通常の建設地方債 13,271,460 公共事業等債など
水 道 事 業 債 4,761,214 建設改良事業費
下 水 道 事 業 債 25,783,179 建設改良事業費など

※市民１人当たりの基金の額は 82,279 円、市債の額は 586,032 円です。
（平成 29 年３月 31日現在の人口 :107,963、世帯数 :47,352）

■基金・市債の状況(単位:千円)
会計名 歳　　入 歳　　出

特 別 会 計 27,651,428 26,477,081
国民健康保険事業 16,127,694 15,202,683
土 地 取 得 124,611 124,611
部 落 有 財 産 14,853 14,853
介 護 保 険 9,546,986 9,350,411
後期高齢者医療 1,837,284 1,784,523
水 道 事 業 会 計  3,783,647 4,541,281 
収 益 的 収 支  2,713,933  2,393,761 
資 本 的 収 支  1,069,714  2,147,520 
下 水 道 事 業 会 計 5,305,537 5,889,390
収 益 的 収 支 3,085,819 3,107,933
資 本 的 収 支 2,219,718 2,781,457

■特別会計・公営企業会計の決算　
企
業
な
ど
が
用
い
る
複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計
に
よ
る

財
務
書
類
（
左
図
の
貸
借
対
照
表
な
ど
）
を
作
成
し
て
い
ま

す
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
減
価
償
却
費
（
資
産
価
値
の
減
少

分
）
な
ど
、
従
来
で
は
見
え
に
く
か
っ
た
コ
ス
ト
も
把
握
で

き
る
よ
う
に
な
り
、
財
政
の
透
明
性
を
高
め
て
い
ま
す
。

市
債
っ
て
借
金
の
こ
と
？

   

え
っ
と
…
、
い
ち
、

　
じ
ゅ
う
、
ひ
ゃ
く
…

事
業
費
の
削
減
や

基
金
の
活
用
で
市
債
残
高
は

減
っ
て
き
て
い
る
ん
だ

６
３
２
億
！

借
金
多
く
な
い
？

超
え
た
ら

危
な
い
ん
だ
ね

ひ
と
ま
ず

安
心
っ
…

河
内
長
野
市
は

早
期
健
全
化

基
準
を
下
回
っ
て

い
る
で
し
ょ
？

長
く
使
う
道
路
や

施
設
は
市
債
で

将
来
の
住
民
に
も

負
担
し
て

も
ら
う
ん
だ
よ

指標 河内長野市 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 ※1 ー
（△ 0.08％） 12.42％ 20.00％

連結実質赤字比率※2 ー
（△ 19.48％） 17.42％ 30.00％

実質公債費比率※3 3.4％ 25.0％ 35.0％

将 来 負 担 比 率 ※4 ー
（△ 9.2％） 350.0％ ー

公営企業会計 河内長野市 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 ー
（△ 140.6％） 20.0％

下 水 道 事 業 会 計 ー
（△ 26.6％）

比率が生じない場合は「ー」で表示、参考値の比率を（）内に掲載
※ 1 普通会計の赤字から財政運営の深刻度をみる比率
※ 2 すべての会計の赤字から財政運営の深刻度をみる比率
※ 3 借金の返済額などの大きさから資金繰りの危険度をみる比率
※ 4 市が抱える負債の残高から将来財政への圧迫度をみる比率
※ 5 企業会計の資金不足割合から経営状況の深刻度をみる比率

河内長野市長　島田智明

■資産 1,483 億 9 千万円
（△ 26 億 2 千万円）

市が保有している土地や建物、債務返済の財源
などの総額
【内訳】
公共資産 1,389 億 8 千万円
　道路、公園、学校など （△18 億 6 千万円）
投資など 64 億 9 千万円
　基金、積立金、出資金など （△2 億 7 千万円）
流動資産 29 億 2 千万円
　現金・預金、未収金など （△4 億 9 千万円）

■負債 373 億 1 千万円
（△ 3 千万円）

将来の世代が負担する借入金（市債）
などで、返済が必要な債務の総額

■純資産 1,110 億 8 千万円
（△ 25 億 9 千万円）

現在までの世代がすでに負担し、将
来の世代が返済する必要のない正味
価値の総額

合計 1,483 億 9 千万円
（△ 26 億 2 千万円） 合計 1,483 億 9 千万円

（△ 26 億 2 千万円）

■貸借対照表（バランスシート）（平成 29 年３月 31 日現在・一般会計）

貸借対照表は、どのような資産を保有しているかと、その資産がどのような財源で賄
われているかを示した表です。※下記（）内は前年度比較。

来
年
度
の
予
算
編
成
に
つ
い
て

　

予
算
編
成
の
新
た
な
取
組
み
と
し

て
、「
包
括
予
算
」
の
制
度
を
導
入
し

ま
す
。「
包
括
予
算
」
で
は
、
あ
ら
か

じ
め
人
件
費
を
含
む
予
算
額
（
※
）
を

各
部
局
に
配
分
し
、
各
部
局
が
配
分
さ

れ
た
予
算
額
の
範
囲
内
で
創
意
工
夫
す

る
こ
と
で
、
新
た
な
行
政
課
題
な
ど
へ

の
対
応
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

（
※
生
活
保
護
費
や
児
童
手
当
な
ど
の

扶
助
費
、
市
債
の
返
済
と
し
て
支
払
う

公
債
費
な
ど
の
義
務
経
費
を
除
く
。）

■包括予算のイメージ
人
件
費
を
含
め
た
経
費

義
務

経
費

各
部
局
に
予
算
配
分

部　
　

部　
　

  

部

包

括

予

算

◀
新
た
な
施
策
を
実
施

重点施策

来
年
度
の
予
算
の
総
額

■健全化判断比率

■資金不足比率 ※5

この値を超えると

黄色信号 赤信号

＼ひとまずセーフ／

義
務

経
費

A　
　

B　
　

  

C

各
部
局
の

創
意
工
夫
に
よ
り
削
減

複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計
に
よ
る
財
務
書
類
を
作
成


